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28年度調査まで、本調査では世帯
特性データを【世帯の年間収入】１
項目しか調査していなかった
↓

世帯収入以外の世帯特性に着目した
分析は不可能

「公的統計の整備に関する基本的な計画」における指摘事項

第Ⅰ期基本計画（平成21年３月閣議決定）
学校外学習の実態把握の観点から、子どもの学習費調査において、塾への通学頻度や進路
希望などの項目を追加することについて検討する。

第Ⅱ期基本計画（平成26年３月閣議決定）
子供の学習費調査について、報告者の負担を考慮した上で、学習費のより的確な把握に向
け、学習費に関連する調査内容等の充実を図る。

保護者調査において、新たな世帯特性データ調査導入・分析の充実を検討するため、平成26年度／28年度調査において
【附帯調査（テスト調査）】を実施。
＜附帯調査（テスト調査）の概要・役割＞
＊ 高等学校(全日制)の保護者のみを対象とする（調査対象＝公私併せて7,200人）
＊ 附帯調査によって検証する事項は、以下の２点。

① 調査票の回収率に影響を及ぼすか
② 有意で新たな分析が可能となるか（収集されたデータの妥当性、“学習費のより的確な把握”への寄与度）

新たな調査項目 附帯調査年度 本調査での質問内容 備考

主たる生計維持者の最終卒業学校 主たる生計維持者の最終卒業学校（在学中や中途退学した方はその前の卒業学校）
をお答えください。

保護者が希望する子供の進路
（どの学校段階まで進ませたいか）

将来、調査対象のお子さんをどの学校段階まで進ませたいですか。 第Ⅰ期公的統計基本計画での
具体例示事項

兄弟姉妹の数、性別及び調査対象
者の出生順位

調査対象になったお子さんには、ご兄弟・姉妹はいますか。
（いる場合）それぞれのお子さんの性別を、番号でお答えください。

兄弟姉妹の学校段階 （兄弟姉妹がいる場合）それぞれのお子さんが平成30年４月１日現在で通っている学校
等を、お答えください。
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附帯調査結果を検証の上、30年度調査から下記４項目を調査項目に追加することとした。



世帯特性データのさらなる充実可能性について

12年 17年 22年 27年
夫婦と子供から成る世帯 1,490万9千 1,463万1千 1,444万0千 1,428万8千
うち母子世帯 62万6千 74万9千 75万6千 75万5千
うち父子世帯 8万7千 9万2千 8万9千 8万4千

○ ひとり親の状況

総務省統計局「国勢調査」結果より

厚生労働省「国民生活基礎調査」結果より



世帯特性データのさらなる充実可能性について

○ 金融資産の保有状況

金融広報中央委員会「家計の金融行動に関する世論調査」（平成29年）より

金融資産非
保有

100万円未
満

100万以上
200万未満

200万以上
300万未満

300万以上
400万未満

400万以上
500万未満

500万以上
700万未満

700万以上
1,000万未満

1,000万以上
1,500万未満

1,500万以上
2,000万未満

2,000万以上
3,000万未満

3,000万円以
上

平均(万円)

全　   　　国 31.2 3.7 4.3 3.6 4.1 2.7 6.5 5.9 8.4 5.5 6.7 10.7 1,151

世帯主夫婦と子のみ 28.4 3.8 5.7 4.5 4.6 3.3 8 7 8.1 5 6.6 8.2 1,024
世帯主が20歳代　　 35.6 11.5 8 6.9 9.2 3.4 6.9 3.4 1.1 2.3 2.3 1.1 321
世帯主が30歳代　　 33.7 5.9 6.6 7.2 7.5 5.2 8.8 7 5.4 2 1.6 2.3 470
世帯主が40歳代　　 33.7 3.9 5.4 4.7 3.9 3.7 8.3 7.4 9 3.6 4.7 3.4 643

金融資産保有額

うち定期性
預貯金

全　   　　国 1,151 623 338 7 192 23 68 35 102 70 22 9

世帯主夫婦と子のみ 1,024 534 289 4 200 17 68 30 85 50 30 6
世帯主が20歳代　　 321 239 47 0 42 5 15 1 12 0 5 2
世帯主が30歳代　　 470 262 63 4 105 7 21 5 23 22 13 8
世帯主が40歳代　　 643 331 133 2 144 8 43 13 41 22 34 5

損害保険生命保険
金銭信託・
貸付信託

預貯金
金融資産保
有額

その他金融
商品

財形貯蓄投資信託株式債券
個人年金保
険

種類別金融商品保有額（金融資産を保有していない世帯を含む）


